
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式）
文　　書　　番　　号
平成　　年　　月　　日
平成３１年度 大学入学者選抜改革推進委託事業
企画提案書
文部科学省高等教育局長　　殿
所在地
名　　称
代表者職氏名　　　　　　　　印
平成３１年度「大学入学者選抜改革推進委託事業」の企画提案書
の提出について
標記の件について、下記の取組について別紙のとおり応募いたします。

事業名：○○○○○○○○○○
【代表大学等】
機関名：○○

	ふりがな
	

	代表者名
	

	本部所在地
	〒　　　-

	ふりがな
	
	所属部署名

及び職名
	

	調査担当者
	
	
	

	勤務地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	E-mail
	

	ふりがな
	
	所属部署名

及び職名
	

	事務担当者
	
	
	

	勤務地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	E-mail
	


【連携大学等】
機関名：○○
	ふりがな
	
	所属部署名

及び職名
	

	調査担当者
	
	
	

	勤務地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	E-mail
	

	ふりがな
	
	所属部署名

及び職名
	

	事務担当者
	
	
	

	勤務地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	E-mail
	


(注）１．全ての連携大学等について調査担当者及び事務担当者を記載すること。

２．調査担当者と事務担当者は、別の者である必要がある。
３．「代表大学等」の事務担当者とは、文部科学省からの本事業に関するすべての業務（会計・庶務等を含む）に関する事務連絡の窓口となる主たる担当者を意味する。
４．必要に応じて欄を追加して作成すること。
【応募経費】

	年度
	2019年度
	2020年度
	合計

	委託費応募額（単位：千円）

千円未満は切り捨て
	
	
	


（注）調査研究等が２か年を限度として複数年にわたる場合は、各年度の予定額を記載すること。
【実施計画】
Ⅰ　事業内容

１．事業名及び事業期間
事業名： ○○○○○○○○○○
事業期間：契約締結日～○年○月○日
２．事業の内容・計画・体制等
	１）実施方法（アプローチ方法）及び分析手法等に関する評価（審査観点）

① 事業の内容と本調査研究等テーマの趣旨・目的との整合性について

	

	１）実施方法（アプローチ方法）及び分析手法等に関する評価（審査観点）

②本調査研究等テーマの趣旨・目的を達成するための具体的な実施方法（アプローチ方法）、分析・評価等の手法や内容について

	


	１）実施方法（アプローチ方法）及び分析手法等に関する評価（審査観点）

③開発する新たな評価手法に関する創意工夫について

	


	２）事業計画に関する評価（審査観点）

④事業の実施に当たっての日程、人員、作業手順等の効率性について

	日　程
	人員、作業手順等

	○年○月
	


（注）事業の開始から終了までの計画を記載すること。調査研究が２年を限度として複数年にわたる場合は、複数年期間の計画を記載すること。
	２）事業計画に関する評価（審査観点）

⑤具体的な事業のスケジュール及び目標設定について

	日　程
	事業の内容、目標設定

	○年○月
	


（注）事業の開始から終了までの計画を記載すること。調査研究が２年を限度として複数年にわたる場合は、複数年期間の計画を記載すること。

	２）事業計画に関する評価（審査観点）

⑥事業の予算（経費）の妥当性等について

	


	３）実施体制・事業実績に関する評価（審査観点）

⑦－１事業に参画する大学における「大学入学者選抜実施要項」に基づく入学者選抜実施体制について（大学ごとに記入すること）

	（○○大学）

《遵守状況》
遵守済
平成31年度 

(注）「大学入学者選抜実施要項」について、平成30年度入学者選抜で遵守済みの場合は「遵守済」に○を、平成31年度入学者選抜で遵守予定の場合は「平成31年度」に○を記載すること。

《実施状況》
平成30年度入学者選抜
平成31年度入学者選抜（予定）
（例）

以下のとおり、推薦入試の願書受付が11月１日以前の実施となった。

大学全体の募集人員：○名

一般入試（募集人員：○名（○％））
平成30年○月○日～○日
（合格発表）平成30年○月○日～○日
推薦入試（募集人員：○名（○％））
（願書受付）平成29年○月○日～○日

（試験期日）平成29年○月○日

（合格発表）平成29年○月○日
（例）

試験期日を改めて、実施要項を遵守する予定。

大学全体の募集人員：○名

一般入試（募集人員：○名（○％））

平成31年○月○日～○日

（合格発表）平成31年○月○日～○日
推薦入試（募集人員：○名（○％））

（願書受付）平成30年○月○日～○日

（試験期日）平成30年○月○日

（合格発表）平成30年○月○日
(注）「大学入学者選抜実施要項」に規定する試験期日や募集人員等について、平成30年度入学者選抜における実施状況と平成31年度入学者選抜（予定）を記載すること。
（○○大学）

《遵守状況》
遵守済
平成31年度 

《実施状況》
平成30年度入学者選抜
平成31年度入学者選抜（予定）



	３）実施体制・事業実績に関する評価（審査観点）

⑦－２組織として事業を実施するための専門的知見、スキル及びノウハウ等について（大学等ごとに記入すること）

	（○○大学）

（○○大学）

（○○大学）


	３）事業体制・事業実績に関する評価（審査観点）

⑧事業を円滑に実施・達成するための連携大学の構成バランス及び連携体制について（あわせて、関連資料１，２も記入すること）

	


	（関連資料１）実施体制について

	担当者体制
	　計　　　名（実人数）

	担当者氏名
	所属機関

部局、職名、専任区分
	具体的な役割分担

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）１．専任区分について、本事業に専ら従事する者は「専任」と明記すること。
　　　２．必要に応じて欄を追加して作成すること。
	（関連資料２）組織図

	


	３）実施体制・事業実績に関する評価（審査観点）

⑨開発する新たな評価手法を、対象となる大学の入学者選抜に広く活用される仕組みについて

	


	３）実施体制・事業実績に関する評価（審査観点）

⑩ワーク・ライフ・バランス等の推進

	※　以下の認定等を取得している場合は、「女性の活躍推進に向けた公共調達の取組の実施について」（平成２８年９月２日文部科学省大臣官房会計課事務連絡）に規定されている認定等を証する書類を提出してください。なお、内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相当する各認定等に準じて評価します。

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定）等

・認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）

・認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）

・認定段階３

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナ認定企業）

・くるみん認定

・プラチナくるみん認定

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定

・ユースエール認定


Ⅱ　再委託に関する事項
	再委託の相手方の住所

及び氏名
	

	再委託を行う業務の範囲


	

	再委託の必要性

	

	再委託金額（円）


	


Ⅲ　経費予定額（2019年度計画）
（単位：円）
	費　目
	種　別
	内　訳
	経費予定額

	設備備品費
	設備備品費
	
	

	
	
	小計
	

	人件費
	賃金
	
	

	
	
	小計
	

	事業費

	諸謝金
	
	

	
	
	小計
	

	
	旅費
	
	

	
	
	小計
	

	
	借損料
	
	

	
	
	小計
	

	
	消耗品費
	
	

	
	
	小計
	

	
	会議費
	
	

	
	
	小計
	

	
	通信運搬費

	
	

	
	
	小計
	

	
	雑役務費
	
	

	
	
	小計
	

	
	上記以外の経費
	
	

	
	
	小計
	

	
	消費税相当額
	
	

	
	
	小計
	

	再委託費
	
	
	

	合計
	


(注）１．人件費を計上する場合は、その算出根拠を「内訳」に記載すること。
２．各種別において経費を計上する際には、消費税は内税として計上することとし、不課税の経費についてのみ対象額を当種別において消費税相当額として計上すること。
Ⅳ　再委託先内訳（2019年度計画）

機関名：
（単位：円）

	費　目
	種　別
	内　訳
	経費予定額

	設備備品費
	設備備品費
	
	

	
	
	小計
	

	人件費
	賃金
	
	

	
	
	小計
	

	事業費

	諸謝金
	
	

	
	
	小計
	

	
	旅費
	
	

	
	
	小計
	

	
	借損料
	
	

	
	
	小計
	

	
	消耗品費
	
	

	
	
	小計
	

	
	会議費
	
	

	
	
	小計
	

	
	通信運搬費

	
	

	
	
	小計
	

	
	雑役務費
	
	

	
	
	小計
	

	
	上記以外の経費
	
	

	
	
	小計
	

	
	消費税相当額
	
	

	
	
	小計
	

	合計
	


【参考】

	年度
	2020年度

	再委託額（単位：千円）

千円未満は切り捨て
	千円


※連携大学等ごとに表を作成すること。
※調査研究等が２か年を限度として複数年にわたる場合は、各年度の予定額を記載すること。
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